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本文を読む前に

〇 本報告書では、工業統計調査の工業統計表の内、「産業細分類別統計表」及び「産業

編 従業者規模別統計表」を用いており、以下のように定義している。

・ 電気機械器具製造業 …… 産業中分類別統計表で以下に区分される事業所。

電子部品・デバイス・電子回路製造業

電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業

○ 産業細分類別統計表から引用したデータは、次のとおりであり、平成 年と平成

年の比較を実施している。

・ 全国 …… 全国産業細分類別統計表のデータ

・ 近畿 …… 経済産業局別産業細分類別統計表の近畿経済産業局のデータ

・ 京都 …… 都道府県別産業細分類別統計表の京都のデータ

○ 引用したデータの内、「製造品出荷額等」と「付加価値額」について、工業統計調査

では以下のように定義している。

・ 製造品出荷額等 ……

年間（ ～ 月）における製造品出荷額、加工賃収入額、その他収入額及び製造工程から出た

くず及び廃物の出荷額の合計であり、消費税等内国消費税額を含んだ額である。

・ 付加価値額 ……下記算式により算出し、表章している。

従業者 人以上

付加価値額

＝製造品出荷額等＋（製造品年末在庫額－製造品年初在庫額）＋（半製品及び仕掛品年末価額

－半製品及び仕掛品年初価額）－（消費税を除く内国消費税額（ ）＋推計消費税額（ ））－

原材料使用額等－減価償却額

従業者 人未満

付加価値額（粗付加価値額）

＝製造品出荷額等－ 消費税を除く内国消費税額＋推計消費税額 －原材料使用額等

：消費税を除く内国消費税額＝酒税、たばこ税、揮発油税及び地方道路税の納付税額又は納

付すべき税額の合計

：推計消費税額は平成 年調査より消費税額の調査を廃止したため推計したものであり、

推計消費税額の算出に当たっては、直接輸出分、原材料、設備投資を控除している。



○ アンケート結果の統計的処理における企業数割合の算出式は、別途記述する場合を除

いて以下を用いている。

・ 回答数÷総回答数× ＝割合（％）

※ 企業が 項目回答した場合、回答数は である（複数回答）。

○ 従業員規模別で割合を算出する際は、従業員数を一定数範囲で分類する階級分けを行

い、各階級について以下を用いている。

・ 階級全体の回答数÷階級全体の総回答数× ＝割合（％）

※ 企業が 項目回答した場合、回答数は である（複数回答）。

○ 図表 「従業員規模別従業員 人当たりの経常利益（企業数割合）」の割合の算出式

は、以下を用いている。

・ 企業の経常利益÷ 企業の従業員数＝ 企業の従業員 人当たりの経常利益・・・①

・ 従業員数で階級分けを行い、各階級について以下を算出する。

各「従業員 人当たりの経常利益」階級の企業数÷階級全体の企業数× ＝割合（％）

○ 図表 「従業員規模別年齢構成」の割合の算出式は、以下を用いている。

・ 従業員数で階級分けを行い、各階級について以下を算出する。

各階級の各年齢の従業員数÷階級全体の従業員数× ＝割合（％）

○ 図表 「従業員職種割合」の割合の算出式は、以下を用いている。

・ 調査企業全社の各担当の従業員数÷調査企業全体の従業員数× ＝割合（％）

○ 図表 「共同開発・研究実績」の割合の算出式は、以下を用いている。

・ 従業員数で階級分けを行い、各階級について以下を算出する。

各対象との共同開発・研究実績件数÷階級全体の実績件数× ＝割合（％）

○ 本報告書を作成するにあたり、調査企業のホームページを参考にした。



は じ め に 

 

日本経済は、欧米をはじめとする保護貿易主義の台頭、中東をはじめとする世界情勢

の不安定化や中国経済の失速、また原油など鉱業資源価格の騰落など予測がつかない状

況となっています。このような経済状況の中、府内の中小企業は、産業構造の変化、市

場のグローバル化、為替変動リスク、少子高齢化の進行に伴う国内市場の低迷、急速な

技術革新への対応、人材の不足に伴う確保の難しさ等、非常に厳しい経営環境にありま

す。 

京都府中小企業技術センターでは、それら経営環境の現場実態を把握し、技術支援施

策や地域の産業施策検討の基礎資料とするため、経営に携わる方に直接お伺いするアン

ケート、ヒアリング調査を平成 25 年度から実施しております。 

この調査の要諦は、府内の製造企業へ当センター職員が自ら伺い、ヒアリング調査（帰

納的アプローチ）をさせていただくことにあります。調査対象業界を選定して、当セン

ター職員が一社一社企業現場に実際にお邪魔してヒアリング調査をさせていただくこ

とが、現場を勉強する機会、企業をより深く知る機会にもなります。 

この度、電気機械器具製造業の企業の皆様のご協力を得て調査を実施し、本報告書と

してとりまとめました。これまでの調査と同様、本報告書作成にあたり、アンケート、

ヒアリング、結果分析とりまとめ、報告書執筆等々、当センター職員だけで行いました。

統計データ分析や記述に不足があるかと思いますが、企業の皆様、また、関係機関の皆

様の産業振興等の基礎資料としてこの「京都府製造業の現状 2017」をご活用いただけ

れば幸いです。 

本書の作成にあたり、ご協力いただきました企業の皆様、また、調査報告をまとめる

に当たりご指導いただきました龍谷大学経済学部松岡憲司教授にこの場を借りて厚く

お礼申し上げます。 

 

 

 

平成 30 年 5 月  

 

京都府中小企業技術センター 所長 但馬 幸伸 
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京都府電気機械器具製造業界の現状

今回の調査では、現在の社会・経済活動の原動力たる電気を取扱う電気機械器具製造技術、

及び近年その重要性が急速に高まってきている情報通信機械器具製造技術、更にはこれら機器

等を構成するために必要な部品を供給する電子部品・デバイス・電子回路製造技術に焦点を当て、

京都府内におけるこれら製造業界の現状を明らかにするためにアンケート調査を行った。

第 章ではこれら製造業の工業統計調査からの分析、第 章ではアンケート調査の結果・分析

について述べる。

【調査結果の要旨】

（工業統計調査より）

・電気機械器具製造業界は、全国的には事業所数及び従業員数はともに減少しており、合わせ

て製造品出荷額等や付加価値額なども減少してきている。また、製造業全体から比較して 事

業所の従業員規模は倍程度となっており、本業界とその他業界との様態の差に起因する部分

はあると考えられるが、ある程度、事業所規模拡大が飽和した状態に達していると推察される。

・地域別に見ると、近畿は全国と比較して製造品出荷額等及び付加価値額が著しく減少してお

り、非常に厳しい状況であることがうかがえるが、他方で、京都は全国と同程度の増加率を堅持

し続けている。

・年次変化の追跡から、 年、アメリカで発生したリーマン・ブラザーズ・ホールディングスの経

営破綻に端を発するリーマンショックの影響が長引いていることがうかがえ、特に従業員数の規

模が大きい企業においてその影響が顕著であるが、ここに来て、一部回復の兆しも見受けられ

るところであり、今後、先行する設備需要などによって、厳しい状況から脱する可能性があること

がうかがえた。

（アンケート調査より）

・アンケート調査によると、京都府内の電気機械器具製造業においては、従業員規模が大きな

企業が最終製品を持つメーカー、それ以下の企業が下請け・孫請け、という単純なピラ

ミッド構造ではなく、従業員規模が少ない企業群ではむしろ、特徴的な技術・製品でニ

ッチな市場を確保している様子がうかがえる。単品・小ロットかつ短納期を得意とする

企業が多く集まる京都府の特徴が、従業員規模の大きな企業群だけでなく、これら従業

員規模の小さい企業の特徴的な技術・製品の実現を支えていることが推測される。

・従業員の年齢構成からは 歳代までの若手従業員の割合が少なく、この世代の採用が

困難になっている様子がうかがえる。併せて実施したヒアリング調査からも、高卒、大

卒を中心に採用が困難になっており、事務系職員への応募者は比較的多いが、技術系・

営業系の職種については敬遠される傾向が見られる、また従業員規模が小さい企業を中

心に、教育に手間がかかる新卒者より即戦力となりうる経験者を望む等の声が聞かれ

た。

－1－
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第１章 電気機械器具製造業の位置づけ

電気機械器具は、電気エネルギーの発生、貯蔵、送電、変電及び利用を行う機械器具を指し、

現在の電気エネルギー供給網等を支える機械器具である。一方、通信機械器具は、通信機械器

具及び関連機器、映像・音響機械器具、電子計算機及び附属装置を指し、近年発展目覚ましい

情報通信網等を支える機械器具である。また、これら機械器具は様々な電子部品、デバイス及び

電子回路によって構成されている。

本章では、経済産業省が公表している工業統計調査の 種類の工業統計表（産業細分類別及

び産業編）から、これら機械器具・部品の製造業について分析した結果を記述する。

（１） 工業統計表（産業細分類別統計表）からみる電気機械器具製造業

平成 年の工業統計表（産業細分類別統計表）より、製造業全体に占める電気機械器具製

造業の割合等を全国、近畿、京都で比較するため、図表 にまとめた。

製造業全体に占める電気機械器具製造業の割合を見た場合、事業所数についてはおよそど

の地域でも ～ を占める一方、従業員数の割合については全国、近畿で 程度であるのに

対し、京都では を占め、他地域と比較して多数の人が従事している製造業であることがうか

がえる。製造品出荷額に関しては、全国、京都では 強である一方、近畿地域では約 と低

い。また付加価値額については、全国の に対して、近畿では と全国に比べて低い水

準であるが、その中の京都は と幾分全国の比率に近い数値となっている。

地区

区分
産業名称

事業所数

（ヵ所）
比率

従業員数

人
比率

製造品

出荷額等

百万円

比率
付加価値額

百万円
比率

全国
製造業計

電気機械器具製造業

近畿
製造業計

電気機械器具製造業

京都
製造業計

電気機械器具製造業

平成 年工業統計調査（経済産業省）より

図表 電気機械器具製造業の規模

次に、平成 年を とした場合の平成 年の事業所数、従業員数、製造品出荷額等及

び付加価値額を図表 にまとめた。

－2－
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事業所数及び従業員数ともに、全国、近畿、京都のいずれの地区区分においても減少傾向

にあるが、京都は比較的、減少が緩やかであることが見受けられる。

他方で、製造品出荷額等については、全国では対平成 年比で となっているが、近畿で

は と半減している。しかしながら、京都では と平成 年と変わらない状況である。この状

況は付加価値額においても見られ、全国で減少しているところ近畿では著しく減少し、京都の減

少は緩やかである。

平成 年及び平成 年工業統計調査（経済産業省）より

図表 電気機械器具製造業の規模の推移

全国 近畿 京都

対 比
事業所数

全国 近畿 京都

対 比
従業員数

全国 近畿 京都

対 比
製造品出荷額等

全国 近畿 京都

対 比
付加価値額

－3－
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次に、 事業所当たりの従業員数、製造品出荷額等及び付加価値額を図表 にまとめた。

事業所当たりで見た場合、従業員数については全国、近畿、京都のいずれの地区区分に

おいても増加傾向にあるが、京都の増加傾向は緩やかである。

ここで、図表 より、平成 年において、製造業全体における 事業所あたりの従業員数

を全国の値から算出する（ 人÷ カ所）と 人となる。一方図表 より、

平成 年において、電気機械器具製造業における 事業所あたりの従業員数の全国の値は

人である。このことから、電気機械器具製造業では、 事業所における従業員数が製造業

平均と比較して倍程度の水準であり、業種それぞれの業態に起因する要素もあると考えられる

が、電気機械器具製造業においてはある程度、事業所規模が拡大した状態にあると考えられ

る。

次に、製造品出荷額及び付加価値額についてみると、両者とも近畿で大きく減少していること

がうかがえる。しかしながら、京都では増加傾向にあり、増加の緩急はあるものの、全国と同様の

動きを示している。

平成 年及び平成 年工業統計調査（経済産業省）より

図表 事業所当たりの規模の推移

全国 近畿 京都

人
事業所当たりの

従業員数

全国 近畿 京都

百万円

事業所当たりの

製造品出荷額等

全国 近畿 京都

百万円

事業所当たりの

付加価値額

－4－
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次に、従業員 人当たりの製造品出荷額等及び付加価値額を図表 にまとめた。

これらのデータからも近畿での大きな減少がうかがえる一方、京都では全国と同様に平成

年の水準を平成 年でも維持していることが見受けられる。

以上より、先述と同様に電気機械器具製造業においてはある程度の事業所規模の拡大が進

んだこと、また、近畿においては厳しい状況に置かれていることが見て取れ、事業所規模の拡大

が一定進み、規模によるメリットがなかなか見出せない、かつ、周辺地域が厳しい状況に置かれ

る中でも、京都は一定、生産活動を堅持し続けている状況がうかがえる。

   
平成 年及び平成 年工業統計調査（経済産業省）より

図表 従業員 人当たりの規模の推移

全国 近畿 京都

百万円

従業員 人当たりの

製造品出荷額等

全国 近畿 京都

百万円

従業員 人当たりの

付加価値額
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（２） 工業統計表（産業編）からみる電気機械器具製造業

次に、工業統計表（産業編）から、特に従業員規模に着目して、電気機械器具製造業の分析

を行った。

全国における平成 年及び 年の従業員規模別事業所の割合を、図表 には電気機械

器具製造業について、図表 には製造業全体で示したものである。

図表 より、電気機械器具製造業の構成割合は平成 年から平成 年において、最大変

化は「 ～ 人」の階級のおよそ ポイント程度減となる。一方、図表 を見ると、製造業全体では

最大変化は同階級の ポイント程度減となっており、比較して電気機械器具製造業の従業員規

模別の動態はここ 年で変化が少ないことがうかがえる。

この点について、図表 に電気機械器具製造業及び製造業の規模別の平成 年に対する

事業所比率を示すが、平成 年と 年を比較した場合、その実数はどの階級でも減少している

ことがうかがえるが、電気機械器具製造業においては階級間での減少率の差があまりなく、事業

平成 年及び平成 年工業統計調査（経済産業省）より

図表 全国における電気機械器具製造業の従業員規模別事業所の割合

平成 年及び平成 年工業統計調査（経済産業省）より

図表 全国における製造業全体の従業員規模別事業所の割合

～ 人

～

人

～

人

人

以上
～ 人

～

人

～

人

人

以上

～ 人

～

人

～

人

人

以上

～ 人

～

人

～

人

人

以上
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所規模が拡大している状況は見受けられにくい。

次に、上述の事業規模の変化について、時間的な流れの中から分析を行った。

図表 に示すのは、全国における電気機械器具製造業の従業員数規模別の事業所数の

年次変化である。

平成 年及び平成 年工業統計調査（経済産業省）より

図表 全国における従業員規模別事業所数の増減率

平成 年から平成 年工業統計調査（経済産業省）より

図表 全国における電気機械器具製造業の従業員規模別事業所数の年次変化

79.1% 75.7% 73.1% 62.2% 

96.3% 
87.4% 

79.7% 

63.8% 

対 比

電気械器具製造業 

製造業計 

事業所数

年（平成）

人以上

～ 人

～ 人

～ 人
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図表 より、全階級においても減少傾向をたどっていることが見られるが、平成 年前後に

おいてひときわ減少している時期が見受けられる。この部分はリーマンショックの時期に相当す

る。しかしながら、それ以降の減少傾向は平成 年前と同程度に戻っており、事業所数の減少

については、リーマンショックによって一時的に強まったものの、ここ 年間は変わらない傾向で

続いていることがうかがえる。

また、電気機械器具製造業の特徴的な点として、「 ～ 人」の階級が多いところがある。

この点についての比較として、製造業全体の推移について図表 に示す。

図表 に示すとおり、製造業全体では「 ～ 人」の階級が他の階級と比べて多い状況である

が、先述のとおり、電気機械器具製造業では平成 年では「 ～ 人」の階級が多い。また、こ

の状況は平成 年頃に逆転したものの、それ以前でも「 ～ 人」の階級の次に従業員数「 ～

人」の階級が多く、「 ～ 人」の階級を上回っている。

この点からも、製造業それぞれの業態に起因することはあると考えられるものの、電気機械器

具製造業では事業所規模の拡大が一定の状態に達している状況にあることがうかがえる。

平成 年から平成 年工業統計調査（経済産業省）より

図表 全国における製造業全体の従業員規模別事業所数の年次変化

事業所数

年（平成）

人以上
～ 人
～ 人
～ 人
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次に、従業員 人当たりの製造品出荷額等及び付加価値額を図表 にまとめた。

これらのデータからも近畿での大きな減少がうかがえる一方、京都では全国と同様に平成

年の水準を平成 年でも維持していることが見受けられる。

以上より、先述と同様に電気機械器具製造業においてはある程度の事業所規模の拡大が進

んだこと、また、近畿においては厳しい状況に置かれていることが見て取れ、事業所規模の拡大

が一定進み、規模によるメリットがなかなか見出せない、かつ、周辺地域が厳しい状況に置かれ

る中でも、京都は一定、生産活動を堅持し続けている状況がうかがえる。

   
平成 年及び平成 年工業統計調査（経済産業省）より

図表 従業員 人当たりの規模の推移

全国 近畿 京都

百万円

従業員 人当たりの

製造品出荷額等

全国 近畿 京都

百万円

従業員 人当たりの

付加価値額
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工業統計調査からの分析の最後として、従業員規模別の製造品出荷額及び付加価値額の

推移を考察する。

図表 及び図表 平成 年での製造品出荷額等または付加価値額を とした場合

のそれぞれの推移について、階級別で示したものである。ここでも、リーマンショックの影響と思

われる落ち込みが平成 年に発生しており、それ以前においては、横ばいで推移していたもの

が、 割から 割程度に落ち込んでいる。

特に注目すべき点として、「 人以上」の比較的従業員規模が大きな階級において製造品

平成 年から平成 年工業統計調査（経済産業省）より

図表 電気機械器具製造業における製造品出荷額等の年次変化

平成 年から平成 年工業統計調査（経済産業省）より

図表 電気機械器具製造業における付加価値額の年次変化

対 比

年（平成）

人以上 ～ 人

～ 人 ～ 人

対 比

年（平成）

人以上 ～ 人

～ 人 ～ 人
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出荷額及び付加価値額の落込みが激しい一方、「 ～ 人」及び「 ～ 人」の階級において

落込みが比較的穏やかである点がある。

図表 及び図表 に、製造業全体について図表 及び図表 と同様に製造品出

荷額等及び付加価値額の年次変化を示す。ここで見られるとおり、製造業全体においてもリー

マンショックの影響が見受けられ、その後、従業員数の規模に応じて回復している状況が見受け

られる。また、製造品出荷額等については、一部規模においては平成 年を上回るまでに回復

平成 年から平成 年工業統計調査（経済産業省）より

図表 製造業全体における製造品出荷額等の年次変化

平成 年から平成 年工業統計調査（経済産業省）より

図表 製造業全体における付加価値額の年次変化

対 比

年（平成）

人以上 ～ 人

～ 人 ～ 人

対 比

年（平成）

人以上 ～ 人

～ 人 ～ 人
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していることが見受けられる。

他方で、前述のとおり、電気機械器具製造業ではこの規模に応じた回復が見られず、また、

平成 年時点ではリーマンショック以降横ばいないし減少の傾向が続いており、現状でも厳しい

状況が続いていることがうかがえる。なお、本調査では引用しなかったが、平成 年に実施され

た最新の経済センサスでは回復傾向も一部見られるところではあり、図表 の「 ～ 人」及

び「 ～ 人」における製造品出荷額等の増加がその先駆けであることがうかがえる。

このように電気機械器具製造業においては、一定の事業所規模の拡大による合理化が行わ

れた上でリーマンショックの影響を引きずった状態が続いており、少なくとも平成 年までは全国

的に厳しい状況が続いている。

この調査以降、設備需要逼迫等の影響に牽引され回復することも期待されるところであるが、

その実際はどうなのか、このような厳しい状況の中を京都府内の電気機械器具製造業の企業は

どのようにして生産活動を継続しているのかについて、次章、アンケート調査の結果と考察により

明らかにすることとする。

－11－
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第２章 アンケート調査結果について

アンケート調査の概要

【目 的】電気機械器具製造業を営む企業の経営環境、技術の動向、同業界に属する企

業の事業展開について把握し、技術支援、施策の基礎資料とする。

【調査期間】平成 年 ～平成 年 月

【調査企業】 事業所（内、 事業所についてはヒアリング調査を実施）

【調査事項】①現在の経営状況について

②技術の強みについて

③今後の展開について

○ 調査対象企業の選定について

京都府内の電気機械器具製造業を営む企業 事業所に対し、調査票によるアンケート

調査を実施、 事業所（有効回答数 ）から回答を得た。また、このうち承諾が得られた

事業所に対してヒアリング調査を実施した。

○ 従業員数について

調査対象事業所における従業員数は、調査票に回等を得た 事業所のうち「 人以下」

が 、「 ～ 人以下」が 、「 ～ 人以下」が 、「 人以上」が であった（図

表 ）。

また、従業員規模別に従業員一人当たりの経常利益を、図表 にまとめた。

全体平均として経常利益 万円未満の企業が約半数である一方、いずれの階級にも経常

利益 万円以上の企業が一定割合で存在し、従業員規模による明確な傾向は見出しにく

い。その中にあって、「 人以下」の階級で高い経常利益を上げる企業の比率が比較的高い。

図表 従業員規模別内訳

9人以下 
25% 

10～19人 
22% 

20～99人 
38% 

100人以
上 

15% 

N=68 
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工業統計調査からの分析の最後として、従業員規模別の製造品出荷額及び付加価値額の

推移を考察する。

図表 及び図表 平成 年での製造品出荷額等または付加価値額を とした場合

のそれぞれの推移について、階級別で示したものである。ここでも、リーマンショックの影響と思

われる落ち込みが平成 年に発生しており、それ以前においては、横ばいで推移していたもの

が、 割から 割程度に落ち込んでいる。

特に注目すべき点として、「 人以上」の比較的従業員規模が大きな階級において製造品

平成 年から平成 年工業統計調査（経済産業省）より

図表 電気機械器具製造業における製造品出荷額等の年次変化

平成 年から平成 年工業統計調査（経済産業省）より

図表 電気機械器具製造業における付加価値額の年次変化

対 比

年（平成）

人以上 ～ 人

～ 人 ～ 人

対 比

年（平成）

人以上 ～ 人

～ 人 ～ 人
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○ 職種割合について

次に、調査対象企業の従業員規模別の職種の割合について、図表 にまとめた。

企業が抱える従業員数毎の職種の割合については、規模が小さくなるにつれ、経営者の

割合が増えることは当然に予測され、調査結果もそのことを裏付けている。職種の構成比

率において、規模が小さくなるにつれ営業職の割合が減少するが、この役割を経営者が担

う割合が高くなると考えられることを考慮すると、電気機械器具製造業においては従業員

規模による職種の割合に目立った特徴は見られない。

ヒアリング調査でも特に規模が小さい階級においては、上記分析結果を裏付けるように、

「扱う製品が相手先に向けた専用品やカスタマイズ品となるため、その要望に対応できる

か即時に判断ができる知識を十分に持っている技術スタッフや経営者が営業の業務を担う」

との意見が多く聞かれた。

図表 従業員規模別 従業員一人当たりの経常利益 平成 年度

図表 従業員規模別 職種割合

人以下

～ 人

～ 人

人以上

全階級平均

万円未満 万円以上 万円未満 万円以上 万円未満 万円以上 ダ

人以下

～ 人

～ 人

人以上

全階級平均

経営者 開発 設計 製造 事務職 営業等 ダ

N=55 
 
n=9 
 
n=24 
 
n=10 
 
n=12 

N=2968 
 
n=1739 
 
n=919 
 
n=208 
 
n=102 
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○ 年齢構成について

次に、調査対象企業の従業員規模別の年齢構成について、図表 にまとめた。

全体的な傾向として、 歳代までの若手従業員の割合が少なく、この世代の採用が困難

になっている様子がうかがえる。この傾向は規模が小さくなると顕著であり、「 人以下」

の階級においては 歳代までの従業員はわずかに を占めるに過ぎず、労働力の約半数を

歳代以上に頼っている。

ヒアリング調査においても近年は人手不足であり、高卒、大卒を中心に、採用が困難に

なっているとの意見が多く聞かれた。また、事務系職員への応募者は比較的多いが、技術

系・営業系の職種については敬遠される傾向が見られるとのことであった。

また、規模が小さい階級を中心に、教育に手間がかかる新卒者より即戦力となりうる経

験者を望む声も聞かれた。

○ 業務割合について

次に、図表 に従業員の職種の割合、図表 に事業所内における業務割合をまとめ

た。

先述のとおり規模の大小による職種の割合に大きな違いは見られず、事業所内における

従業員の職種の割合は図表 に示すとおり約半数が製造であり、開発関連はおよそ ～

割程度である。しかし、実際の業務の割合についての回答を見ると様相が一変する。図表

に示すとおり製品企画、研究開発、設計といった開発に関連する業務が全体のおよそ

割を占めている。

この業務割合について、さらに詳細に見ていくため、図表 に従業員規模別の業務割

合についてまとめた。

図表 従業員規模別年齢構成

人以下

～ 人

～ 人

人以上

全階級平均

～ 歳 歳代 歳代 歳代 歳～ ダ

N=2563 
 
n=1282 
 
n=989 
 
n=199 
 
n=93 
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人以上の階級については、規模が大きくなるにつれ「製品企画、研究開発、設計」と

いった開発に属する業務の割合が増加し、「製造・組立・加工」の割合が減少する傾向にあ

り、規模の小さな階級ほど製造下請けの性格が強くなることが推測される。ところが、「

人以下」の階級においては相対的に規模の大きな階級へと近い構成比となっており、この

群においては下請けではなく、独自製品、独自技術により自社の得意分野を確立している

傾向がうかがえる。このことから規模において「 人以上」及び「 人以下」の階級では、

開発力に重きを置き、独自製品や独自技術において差別化を図っている企業が多いことが

推測される。

さらに、開発力に重点を置くこの階級について注目すべき点として、 人以下の階級にお

いては、図表 に示すとおり約半数が 歳以上となっているが、これはヒアリングで聞

かれた、「大手企業からのスピンオフによる独立」、「海外への移転が行われなかった製品を

生産するための特殊な生産ライン用機器の開発・製造が主業務」といった声が示すとおり、

一定以上の技術の蓄積がある年齢層が持つ、経験に基づく独自性のある技術力が、小規模

企業の開発力を支えていると考えられる。

図表 職種割合 図表 業務割合

図表 従業員規模別 業務割合

経営者 開発

設計

製造

事務職

営業等 製品企

画
研究

開発

設計
試作

加工

製造･

組立･

加工

その他

人以下

～ 人

～ 人

人以上

製品企画 研究開発 設計 試作加工 製造･組立･加工 その他 ダ

n=39 
 
n=77 
 
n=42 
 
n=43 

N=201 N=2968 
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○ 事業所の強みについて

次に、従業員規模別の事業所の強みについて、図表 にまとめた。

図表 従業員規模別 事業所の強み

この分野でも 人以上の従業員規模の企業群において、規模の大きい企業は開発に属す

る業務、小さい企業は下請けといった傾向が見られるが、「 人以下」の従業員規模の小さ

な階級では逆に開発に属する業務を強みとして挙げる企業が増えており、この点からも小

規模企業群には得意分野を確立した企業が多いことが推測される。また、従業員規模を問

わず、単品・小ロット、短納期を強みに挙げる企業が多く、京都府においては開発から生

産を短いスパンで行い、単品・小ロットの製品を次々と市場に投入することで業績を上げ

ている企業が多いと考えられる。

ヒアリング調査においては、大まかな傾向として、開発に関する業務のうち、従業員規

模の小さな企業群では、「他社にはないノウハウを保有していること」「相手企業と二人三

脚で開発を行ってきた蓄積」などが強みとして挙がってくるが、従業員規模が大きくなる

につれ、「特徴のある自社製品」「競合他社が少ない」ことを強みに挙げる企業が多くなる。

人以下

～ 人

～ 人

人以上

全階級平均

開発力 単品･小ロット生産 高品質 短納期

生産能力 価格競争力 その他 ダ
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n=77 
 
n=39 
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○ 職種割合について

次に、調査対象企業の従業員規模別の職種の割合について、図表 にまとめた。

企業が抱える従業員数毎の職種の割合については、規模が小さくなるにつれ、経営者の

割合が増えることは当然に予測され、調査結果もそのことを裏付けている。職種の構成比

率において、規模が小さくなるにつれ営業職の割合が減少するが、この役割を経営者が担

う割合が高くなると考えられることを考慮すると、電気機械器具製造業においては従業員

規模による職種の割合に目立った特徴は見られない。

ヒアリング調査でも特に規模が小さい階級においては、上記分析結果を裏付けるように、

「扱う製品が相手先に向けた専用品やカスタマイズ品となるため、その要望に対応できる

か即時に判断ができる知識を十分に持っている技術スタッフや経営者が営業の業務を担う」

との意見が多く聞かれた。

図表 従業員規模別 従業員一人当たりの経常利益 平成 年度

図表 従業員規模別 職種割合
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N=55 
 
n=9 
 
n=24 
 
n=10 
 
n=12 

N=2968 
 
n=1739 
 
n=919 
 
n=208 
 
n=102 

－16－



- 17 - 
 

○ 設備投資の予定について

次に、従業員規模別に今後 年以内で予定している設備投資について、図表 にまと

めた。

年以内の設備投資の予定がある企業については、全体としては半数に満たなかった。し

かし、「 人以上」の従業員規模の企業では生産機器の導入、既存設備の更新を中心に設

備投資を予定していることがうかがえた。

図表 従業員規模別 今後 年以内で予定している設備投資
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○ 設備投資の目的について

次に従業員規模別の設備投資の目的について、図表 にまとめた。

全体的には生産能力強化が設備投資の目的として最も大きなウェイトを占め、製品の品

質向上、合理化・省力化、維持・補修と続く。従業員規模別に見ると、「 ～ 人」の従業

員規模の企業群で維持・補修の割合が突出して多くなっている。また、新製品の生産や新

規事業への進出、研究開発等、開発に関連することを目的とした設備投資は従業員規模が

小さくなると減少する傾向がみられ、従業員規模が「 ～ 人」の企業群においてはほと

んど見られない。一方、さらに小規模である「 人以下」の企業群においては再びこの項目

を目的とする設備投資が見られ、ここでも独自製品、独自技術を確立した企業群であるこ

とが推測される。

図表 従業員規模別 設備投資の目的

人以下

～ 人
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人以上

全階級平均

生産能力強化 製品の品質向上 合理化･省力化

維持･補修 新規事業への進出 研究開発

新製品の生産 その他 ダ
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○ 研究開発について

次に、研究開発の取組状況について、図表 に、研究開発の形態について図表

にまとめた。

ここでは、研究開発の取組状況とその形態を合わせて考察する。

研究開発の取組状況としては、約 割の事業所が研究開発を実施していると回答してい

る。しかし従業員規模により、その状況はかなり異なり、「 人以上」の階級は 割を越

えているが、規模が小さくなるごとにその比率は下がっていき、「 ～ 人」の階級で最も

少なくなる。一方、この項目でも最も規模の小さい「 人以下」の階級において逆転現象が

起こり、研究開発を実施している企業の割合が約 割まで増加する。

また、研究開発の内訳で見ると、「 人以上」の階級では自主開発の占める率が最も高

くなり、規模が小さくなるにつれ、共同研究や受託研究の割合が増える。一方、受託研究

図表 研究開発の取り組み状況

図表 研究開発の形態

人以下

～ 人

～ 人

人以上

全階級平均

自主開発 共同開発 受託開発 行っていない ダ

人以下
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人以上

全階級平均

技術開発 新製品開発 製品改良 製造工程の開発･改良 ダ
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は「 人以下」の階級で突出して多くなっている。

研究開発の形態について、それほど顕著な特徴はないものの、規模の大きな階級では新

製品開発に係るものが多くなっているが、小規模な階級では製品改良や製造工程の開発・

改良の割合が多くなってくる傾向が見られる。

○ 共同開発・研究の実績

次に、共同開発・研究の実績について、図表 にまとめた。

この項目では母数が少ないため、この結果をもって全体の傾向とすることは注意が必要

であるが、おおむね従業員規模が大きな階級では大学や公設試との実績が多くなり、逆に

小さめの階級では企業との実績が多くなる。

ここまでの分析から、京都府内の電気機械器具製造業においては、規模が大きな階級が

最終製品を持つメーカー、それ以下の階級が下請け・孫請け、という単純なピラミッド構

造ではなく、規模が少ない階級ではむしろ、特徴的な技術・製品でニッチな市場を確保し

ている企業が多くなる様子がうかがえる。単品・小ロットかつ短納期を得意とする企業が

多く集まる京都府の特徴が、規模の大きな階級だけでなく、これら規模の小さい企業の特

徴的な技術・製品の実現を支えていることが推測される。

図表 共同開発・研究実績

人以下
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人以上

全階級平均

企業（件） 大学（件） 公設試等（件） その他（件） ダ
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○ 設備投資の予定について

次に、従業員規模別に今後 年以内で予定している設備投資について、図表 にまと

めた。

年以内の設備投資の予定がある企業については、全体としては半数に満たなかった。し

かし、「 人以上」の従業員規模の企業では生産機器の導入、既存設備の更新を中心に設

備投資を予定していることがうかがえた。

図表 従業員規模別 今後 年以内で予定している設備投資
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○ 注目分野について

次に、今後注目していきたい分野について、図表 にまとめた。

今後注目していきたい分野については、環境、ロボット、エネルギー、半導体、次いで

スポーツ・健康やインフラ等が多くなっているが、電気機械器具製造業の技術の応用範囲

が非常に多岐にわたることから、注目分野についても広範囲に目を向ける企業が多い。

○ 人材育成について

次に、各事業所で実施する人材育成の形態について、図表 にまとめた。

人材育成については、従業員規模を問わず同様の比率で社内研修が実施されている。ま

た、最も多いのは であり、企業ごとに特色のある業務に対する教育手段として実際に

現場に入り、仕事をする中で学ぶ方法が製造業の実態に即した教育方法として採用されて

いることがうかがえる。しかし、規模の大きな階級になるほど公設試や業界団体、民間等、

図表 今後注目していきたい技術分野

図表 従業員規模別 人材育成の形態

環境

半導体
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情報通信

インフラ

その他 特にない
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業界団体研修 民間企業研修 自己啓発

他社へ派遣 何もしていない ダ
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外部の研修も活用されている。

ヒアリングにおいても企業規模を問わず、社員教育は が主であるとの答えが多かっ

たが、特徴的な傾向として従業員規模の小さめの企業から積極的な技術資格の取得を推進

しているとの回答が多く聞かれた。

○ 充実させたい人材能力について

次に、人材について充実させたい能力について図表 にまとめた。

全体としては現場でのリーダーシップが最も高く、次いで設計能力、製品開発能力、生

産工程合理化能力、品質管理･検査の知識･技能、自社分野の専門知識と続く。知識、技能

よりもリーダーシップの向上を希望する回答が多く、能動的に行動できる人材への要望が

見て取れる。

従業員規模別に見てみると、規模の大きな階級において製品開発能力、設計能力等が重

視されている。一方、現場でのリーダーシップ、生産工程合理化能力、自社分野の専門知

識については規模の小さい階級において重視される傾向がある。

ここで、業務割合の項目において「開発力に重きを置き、独自製品や独自技術において

差別化を図っている」と考えられる、従業員規模「 人以上」の階級と「 人以下」の階

級の比較を試みる。

「 人以上」の階級においては製品開発能力、設計能力に合わせてデザイン能力や研究

管理能力といった項目が現れる。これに対し「 人以下」の階級においては自社分野の専門

知識、基本的機器操作能力の項目が高くなる。サンプル数が少ないため断定することは難

図表 人材について充実させたい能力

人以上

～ 人

～ 人

人以下
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しいが、自社製品の傾向として、規模の大きな階級においてはある程度以上の汎用製品を、

規模の小さな階級は対企業向けのカスタム製品を、相手先企業の課題に対し共同で取り組

みながら独自技術を活かす開発していることが推測される。

○ 最近の業績について

最近の業績について図表 に、また、 年での売上高の変化を図表 に、そ

れぞれまとめた。

図表 従業員規模別 売上高の変化

最近の業績について、上昇基調と答えた事業所が大幅に増加・やや増加を合わせて約

割、逆に下降基調と答えた事業所が大幅に減少・やや減少を合わせて約 割となっており、

また、過去 年間の売上高からも同様の傾向が見て取れ、全体的には業績はやや上向きの

印象を持つ企業が多い。

この傾向は、直近 年間については従業員規模による目立った違いは見られないが、売
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図表 従業員規模別 最近の業績（昨年と比較）
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上高で見ると、 人以上の階級でやや減少の割合が高く、 人以下の階級で大幅に増加の

割合が高い。

ヒアリングの中でも、「最近は業績が基本的に好調な企業のほうが多いが、 割程は良く

ないと聞いている」「海外、特に中国国内で起きている設備投資による活況であり、一時的

なもの」などの声が聞かれ、必ずしも業界全体が好調ではないようである。

また、「大手企業が量産品については現地生産（海外）を進めており、そういった仕事は

減った」「国内に残ったのは量産できない特殊な仕事なので、数は少ないが経験・ノウハウ

が必要」といった声が聞かれ、大規模企業の売上げの減少は生産拠点が海外に移転した影

響が、また小規模企業における売上げの増加は独自技術・ノウハウを求められる特殊な業

務の増加によることが推測される。

次に、最近の業績への回答を つのグループに分け、各々の業績の要因について図表

にまとめた。最近の業績への回答が増加・減少のいずれの場合でも、主要取引先の動向、

市場の動向が業績を左右する大きな要因として上位に挙がってきている。

さらにこの項目を詳しく見ると、業績が増加していると回答した企業群では、その要因

として、景気変動と並んで「市場開拓、製品競争力、技術競争力、納期対応」が挙がって

「大幅に増加」及び「やや増加」

「横ばい」

「やや減少」及び「大幅に減少」

と回答した企業群での割合

図表 業績の要因
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○ 注目分野について

次に、今後注目していきたい分野について、図表 にまとめた。

今後注目していきたい分野については、環境、ロボット、エネルギー、半導体、次いで

スポーツ・健康やインフラ等が多くなっているが、電気機械器具製造業の技術の応用範囲

が非常に多岐にわたることから、注目分野についても広範囲に目を向ける企業が多い。

○ 人材育成について

次に、各事業所で実施する人材育成の形態について、図表 にまとめた。

人材育成については、従業員規模を問わず同様の比率で社内研修が実施されている。ま

た、最も多いのは であり、企業ごとに特色のある業務に対する教育手段として実際に

現場に入り、仕事をする中で学ぶ方法が製造業の実態に即した教育方法として採用されて

いることがうかがえる。しかし、規模の大きな階級になるほど公設試や業界団体、民間等、

図表 今後注目していきたい技術分野

図表 従業員規模別 人材育成の形態
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業界団体研修 民間企業研修 自己啓発

他社へ派遣 何もしていない ダ

N=132 

N=161 
 
n=37 
 
n=68 
 
n=29 
 
n=27 
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くる。一方、減少していると回答した企業群では「価格競争力、同業他社の動向」が挙が

ってきており、向上している企業群は市場開拓や、技術や製品の差別化に取り組む一方、

減少している企業群では技術や製品について、同業他社との差別化がうまくいかず、価格

競争に陥っていることが推測される。

ヒアリング調査においては、具体的な業績向上の理由として近年の設備投資意欲の高ま

りによるものとの回答が多く聞かれた。一方で、生産設備関連は景気の影響に左右されや

すいことから、他分野の市場を模索している、との声もあった。

また、量産が必要なものは海外に移行しているため、国内では単品・小ロット生産が中

心となっており、その需要に応えるため、社員の資格取得や研修参加の推奨などによる技

術力強化を進めているとの声も聞かれた。

○ 技術課題について

技術課題があった場合に原因究明や解決策を外部に相談するかについて、図表 にま

とめた。

技術課題の解決における主要な相談先は装置メーカーが最も多く、親会社、同業者、公

設試と続く。また、外部に相談しない（自社で解決）群も一定割合で存在する。従業員規

模別に見ると、ここでも 人以上の各階級と 人以下の階級の間に境界が見て取れる。

人以上の階級では相談先として装置メーカーが多くなる。また、この中では規模が小さく

なると親会社に相談するとの回答が増え、公設試に相談するとの回答は減少する。一方、

人以下の階級においては最も多い回答は「同業者に相談する」であり、同業他社に相談で

きる良好な関係と、独自性ある技術を保有し、仕事の取り合いが回避されている様子がう

かがえる。

図表 技術課題の相談先

人以下

～ 人

～ 人

人以上

全階級平均

外部に相談しない 装置メーカーに相談 親会社などに相談

同業者に相談 公設試に相談 大学等に相談

その他 ダ

N=109 
 
n=22 
 
n=43 
 
n=22 
 
n=22 
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○ 当センターの利用について

従業員規模別の当センターの利用状況について、図表 にまとめた。

当センターについては、従業員規模が小さくなるほど認知割合が低い。また、「 人以上」

の階級では、規模が小さくなるほど利用割合が低く、「 ～ 人」の階級においては 割を

越える企業に認知されているにもかかわらず、実際の利用割合は 割に満たない。この階

級では主な相談先は親企業や装置メーカーであり、主たる技術課題は具体的な製造に係る

ものがと考えられ、当センターをはじめとする公設試は、これら課題への対応が不足して

いる可能性がある。

図表 従業規模別 当センターの利用状況

人以下

～ 人

～ 人

人以上

全階級平均

最近利用した（ 年以内） 過去利用したことがある（ 年以上前）

知っているが利用したことがない 知らなかった

N=66 
 
n=10 
 
n=25 
 
n=15 
 
n=16 

－26－



- 27 - 
 

○ 当センター（行政）への要望について

当センターへの要望について、図表 にまとめた。

補助金の充実に対する要望が全体の 分の を占め、最も大きく、従業員規模が小さく

なると、その要望が増える傾向にある。次に多い技術相談については、どの層でも同程度

の割合で期待されている。また、依頼試験についても比較的要望が高いが、「 ～ 人」の

階級では全く挙がってこない。

ヒアリングでは、「困ったときに技術相談に乗ってもらえることが重要」、「新規顧客の開

拓につながるマッチング支援を希望する」、「新しい技術情報を常に収集し、情報提供して

ほしい」、「技術関連の基礎的な教育支援の機能があれば良い」等の要望があった。一方で

独自製品が無いとする企業の一部からは、「当センターに求める支援策は特にない」との意

見も聞かれた。

○ 謝辞

本調査を実施するにあたり、多大なご協力をいただいた企業の皆様に深く感謝申し上げ

ます。

図表 当センター（行政）への要望

人以下

～ 人

～ 人

人以上

全階級平均

技術相談 依頼試験 設備･機器の導入

技術シーズの創出 共同研究体制 大学等とのコーディネート

研究会･セミナー 企業技術者受入 現地での技術相談･支援

技術情報等発信 補助金の充実 その他

N=127 
 
n=26 
 
n=54 
 
n=26 
 
n=21 
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京都府製造業 技術実態調査票 
 
Ⅰ 基本情報

（フリガナ） 
企業名 

 

（フリガナ） 
代表者名 
役職名 

 

■資本金    千円 

■設立年 （西暦）  年 

■所在地  

■従業員数 
（平成28年度） 
 

（雇用形態別） 
・正社員 （ 名） ・ﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ  （ 名） 
・外国人研修生 （ 名） ・派遣・その他 （ 名） 
 
（職種別） 
・経営者（ 名） ・開発・研究（ 名） ・設 計（ 名） 
・製 造（ 名） ・事務職 （ 名） ・営業等（ 名） 

 
（年齢別） 
・～29 歳（ 名） ・30 歳代（ 名） ・40 歳代（ 名） 
・50 歳代（ 名） ・60 歳～（ 名） 

■経営状況  売上高 経常利益 備考 

2015 年（H27） 万円 万円  

2012 年（H24）  万円 万円  

2009 年（H21）  万円 万円  

■ご回答者 
 

役職： 
氏名： 
電話： 

調査報告書の送付１．希望する ２．希望しない 
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くる。一方、減少していると回答した企業群では「価格競争力、同業他社の動向」が挙が
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きる良好な関係と、独自性ある技術を保有し、仕事の取り合いが回避されている様子がう
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人以下
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同業者に相談 公設試に相談 大学等に相談
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N=109 
 
n=22 
 
n=43 
 
n=22 
 
n=22 
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Ⅱ 技術分野の現状

１ 事業所の概要 
（１）貴事業所の業務範囲に含まれるものをすべて選択してください。 

1）製品企画 2) 研究開発 3) 設計 4）試作加工 5) 製造・組立・加工 
6) その他（      ） 

 
（２）貴事業所の強みを３つまで選択してください 

1) 企画・提案力 2) 研究開発力 3) 課題解決力 4) 品質管理 5) 生産効率 
6) 単品・小ロット生産 7) 加工精度 8) 短納期 9) 熟練工 10) 量産体制 
11）機器・設備の充実 12）価格競争力 13) その他（ ） 

 
（３）貴事業所で製造されている製品の比率（売上ベース）について教えてください。 

1) 自社製品  （ ％） 2) OEM 供給品 （ ％） 
3) ユニット部品 （ ％） 4) 部品  （ ％） 
5) 試作品  （ ％） 6) その他（      ） （ ％） 
 

（４）保有する主要機器について教えてください 

機器名 使用年数 

例：微細レーザー加工機 3 年 

  

  

  

  

  

 
（５）今後一年以内に設備投資の予定はありますか。該当するものすべて選択してください。 

1) 新工場の建設 2) 工場の改築 3) 生産機器導入 4) 開発のための機器導入 
5) 既存設備の更新・取替え 6) その他（      ） 7) 予定なし 

 
（６）設備投資の予定のある方にお聞きします。設備投資の目的について、該当するものをすべて選択

してください。 
1）合理化・省力化 2）維持・補修 3）生産能力強化 4）製品の品質向上 
5）新製品の生産 6）新規事業への進出 7）研究開発 
8）その他（ ）  

－29－
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２ 研究開発 
（１）研究開発の主な取組方法についておききします。 

1) 自主開発 2) 共同開発 3) 受託開発 4) 行っていない 
 
研究開発を実施されている方にお聞きします。 
（２）実施している研究開発の形態について、該当するものすべて選択してください。 

1) 技術開発 2) 新製品開発 3) 製品改良 4) 製造工程等の開発・改良 
5) その他（      ） 

 
（３）直近 1 年間において、売上高に対する研究開発費は何％程度ですか。 

1)  なし 2) 5%未満 3) 5%～10%未満 4) 10%～15%未満 5) 15%以上 
 
（４）過去 3 年間で企業、大学、公設試験研究機関等の研究機関と共同開発・研究の実績について、該

当するものを選択してください。 
企 業：（ 1.有 2.無 ） （ 件） 
大 学：（ 1.有 2.無 ） （ 件） 
公設試等研究機関：（ 1.有 2.無 ） （ 件） 
その他：（    ） （ 件） 

 
（５）注目している、または今後取り組んでいきたい分野について、該当するものをすべて選択してく

ださい。 
1）環境関連 2）半導体関連 3）エネルギー関連 4）デジタル家電関連 
5）ナノテクノロジー関連 6）ロボット関連 7）航空機・宇宙関連 
8）スポーツ・健康・医療関連 9）次世代輸送関連（燃料電池車、電気自動車等） 
10）バイオ関連 11）情報通信関連 12）インフラ関連 13）その他（ ） 
14）特にない 
 

３ 人材について 
（１）貴社の人材に関して、充実させたい能力について教えてください（あてはまるもの全てに○）。  

1) 製品開発能力 2) デザイン力 3) 設計能力 4）自社分野の専門知識 
5) 基本的機器操作能力 6) 高度熟練技能 7) IT・情報処理スキル 8）研究管理能力 
9) 品質管理・検査の知識・技能 10) 生産工程合理化能力 11）知財管理能力 
12) 現場でのリーダーシップ 13) その他（                               ） 

 
（２）貴社の人材育成の手法について教えてください（あてはまるもの全てに○）。  

1) OJT（現場での指導） 2) 社内研修 3) 公的機関主催の研修 4) 業界団体主催の研修 
5) 民間企業主催の研修 6) 自己啓発・自己研鑽 7) 他社への派遣 
8) その他（                               ） 9) 特に何もしていない 

－30－
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Ⅲ 経営状況

１ 最近の業績 
（１）売上高は、１年前（平成 28 年（2016 年）8 月末）と比べて、どのように変化しましたか。 

1) 大幅に増加 2) やや増加 3) 横ばい 4) やや減少 5) 大幅に減少 
 
（２）１の（１）の要因について該当するものを３つまで選択してください。 

1) 製品競争力 2)技術競争力 3）市場開拓の状況 4) 納期対応 5) 事業の多角化対応 
6) 景気変動 7) 物流合理化対応 8) 生産能力 9)同業他社の動向 10) 海外移転 
11) 価格競争力 12) 為替の変動 13) 市場の動向 14) 主要取引先の動向 
15) 値下げ要請 16) 業務効率 17) 人材育成 18) 人材確保 
19)その他（                    ） 20)不明 

 
２ 技術課題について 
（１）技術課題がある、又はあった場合に、外部に技術課題の原因の究明や解決策を相談されますか(あ

てはまるもの全てに○）。 
1) 外部に相談しない(自社の技術陣のみで対応） 2) 相談できるところを知らない 
3) 親会社などに相談する 4) 同業者に相談する 5) 装置メーカーに相談する 
6) 大学・高等技術専門学校に相談する 7) 府内の公設試験研究機関に相談する 
8) 府外の公設試験研究機関に相談する 9) その他（ ） 
10）技術課題はない 

 
（２）本調査を実施している京都府中小企業技術センターは、京都府が設置する試験研究機関のひとつ

ですが、当センターを利用されたことがありますか。 
1) 最近利用した（１年以内） 2) 過去利用したことがある（1 年以上前） 
3) 知っているが利用したことがない 4) 知らなかったので利用したことがない 

 
３ 京都中小企業技術センターへの要望について 
（１）企業活動を行っていく上で、京都中小企業技術センターに期待する支援策を３つ選んでください。 

 1) 技術相談 2) 依頼試験 3) 最新設備・試験機器等の導入 4) 技術シーズの創出 
5) 共同研究体制 6) 大学等とのコーディネート 7) 研究会・セミナー 
8) 企業技術者受入れ体制 9) 現地での技術相談・支援 10) 技術情報等の発信 

 11) 補助金の充実 12) その他（              )   
 
   
これで、質問は終了しました。 
ご多忙のところご協力いただきまして誠にありがとうございました。同封の返信用封筒（切手は不要）

にて、ご投函いただきますようお願い申しあげます。 

－31－
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（七本松通五条下ル 京都リサーチパーク内）

電 話 企画連携課
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Ⅱ 技術分野の現状

１ 事業所の概要 
（１）貴事業所の業務範囲に含まれるものをすべて選択してください。 

1）製品企画 2) 研究開発 3) 設計 4）試作加工 5) 製造・組立・加工 
6) その他（      ） 

 
（２）貴事業所の強みを３つまで選択してください 
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（４）保有する主要機器について教えてください 

機器名 使用年数 

例：微細レーザー加工機 3 年 

  

  

  

  

  

 
（５）今後一年以内に設備投資の予定はありますか。該当するものすべて選択してください。 

1) 新工場の建設 2) 工場の改築 3) 生産機器導入 4) 開発のための機器導入 
5) 既存設備の更新・取替え 6) その他（      ） 7) 予定なし 

 
（６）設備投資の予定のある方にお聞きします。設備投資の目的について、該当するものをすべて選択

してください。 
1）合理化・省力化 2）維持・補修 3）生産能力強化 4）製品の品質向上 
5）新製品の生産 6）新規事業への進出 7）研究開発 
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ご案内
： ◇総合相談窓口◇ ：

■ 技術のことなら ：

＜本 所＞

〒

京都市下京区中堂寺南町

七本松通五条下ル 京都リサーチパーク内）

◇ 総 務 課

： ：

◇ 企画連携課

： ：

◇ 基盤技術課

： ： 〃

◇ 応用技術課

： ： 〃

＜中丹技術支援室＞

〒

京都府綾部市青野町西馬場下

北部産業創造センター内

： ：

＜けいはんな分室＞

〒

関西文化学術研究都市（京都府精華・西木津地区）

木津川市木津川台 丁目 相楽郡精華町精華台 丁目

けいはんなオープンイノベーションセンター（ ）内

： ：

■ 経営・創業・マーケティングのことなら ：

：

■ 知的財産のことなら ：

京都府知的財産総合サポートセンター
：

ACCESS 
◆ ＪＲをご利用の場合

〇 丹波口駅から西へ徒歩 分

◆ 市バスをご利用の場合

〇 阪急大宮駅から 系統「京都外大前」行き

〇 阪急西院駅から 系統「京都駅」行き

〇 京阪清水五条駅から 系統「京都外大前」行き

（河原町五条バス停 乗車）

上記の市バスで「京都リサーチパーク前」下車

七本松通を南へ 東側

◆ 地下駐車場

入庫後 分無料

〇 昼間（ ～ ） 円／ 分

〇 夜間（ ～ ） 円／ 分

平 日 当日最大 円

土日祝 当日最大 円

※ 深夜 時以降 通常料金加算




